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２－５．流動性 



出典：総務省統計局「科学技術研究調査」を基に文部科学省作成 

図２－５－１／セクター間の異動状況 

○セクター間・セクター内の異動率はいずれも低く、10年前と比較しても大きな変化は見られない。 

※ 異動年とは、各セクターの転入者数を転入先のセクターの研究者総数（ヘッドカウント）で割ったもの 
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図２－５－２／産学間の人材流動性の状況 

○企業から大学等への転入研究者数は、2005年と比較して2011年は減少。 

○大学等から企業等への転入研究者数は、2008年以降大きく減少。 
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出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2013）報告書」
（NISTEP REPORT-157） 

   総務省「科学技術研究調査」を基に科学技術・学術政策研究所で集計 



図２－５－３／大学教員における自校出身者の占める割合 

○我が国の大学教員自校出身者の割合は大学全体平均で32.6%であり、長期的に見ると漸減傾向。各分野に共通して、
国立大学教員の自校出身率が高く、一方で公立大学は低い。 

(単位：％) 

年度 全体 
専門分野 

社会科学 理学 工学 農学 保健 

1980 36.7 21.7  29.1  42.0  45.8  54.0  

1983 37.4 21.4  29.9  42.3  46.7  53.9  

1986 38.3 21.6  30.3  43.3  49.2  55.5  

1989 38.1 20.7  29.3  41.7  48.2  57.4  

1992 37.7 19.4  27.9  40.2  46.2  59.4  

1995 37.5 19.4  26.8  39.8  45.1  59.5  

1998 36.1 17.2  25.7  37.5  44.5  58.6  

2001 34.0 15.8  24.5  35.9  43.1  55.9  

2004 33.5 16.1  24.9  34.7  41.7  54.8  

2007 34.0 16.4  25.0  33.9  43.4  55.3  

2010 32.6 17.0  24.7  32.0  40.3  51.5  

(単位：％) 

大学の 
種類 

全体 
専門分野 

社会科学 理学 工学 農学 保健 

国立 42.2  24.8  32.1  39.5  47.0  62.9  

公立 26.2  11.9  9.6  16.8  12.5  43.9  

私立 27.5  15.1  15.9  25.0  33.2  46.2  

※ 保健には医学が含まれている。 
※ ②は2010年度の数値 
※ 自校出身者の比率は本務教員総数のうち、現在

勤務している学校を卒業（修了）した者の占め
る割合である。 

出典：文部科学省「学校教員統計調査」 

52 

①自校出身者の割合の推移（分野別） 

②自校出身者の割合の推移（大学種類別・分野別） 



図２－５－４／研究者評価の実施状況等 
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研究者評価の実施状況 評価結果の芳しくない研究者への指導実施状況 

出典：科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査」NISTEP REPORT No.123（平成21年３月） 
を基に文部科学省改編 

○大学では、64.5％が研究者評価を実施している一方、半数以上は評価結果の芳しくない研究者への指導を実施して
いない。独立行政法人・国立研究試験機関では、94.1％が研究者評価を実施し、８割以上が評価結果の芳しくない
研究者への指導等を実施している。 



図２－５－５／業績の低迷する研究者の転出促進に対する考え方及び方策の状況 
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業績の低迷する研究者の転出促進の必要性 業績の低迷する研究者の転出促進の方策 

出典：科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査」NISTEP REPORT No.123（平成21年３月） 
を基に文部科学省改編 

○業績の低迷する研究者の転出促進の必要性は認識されているものの、転出促進の方策について実施していない機関
が多い。 
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図２－５－６／業績評価の結果を踏まえた研究者へのインセンティブ付与 

○業績評価を踏まえた研究者へのインセンティブ付与については、不十分であるとの強い認識が大学において示され
ている。 

 
  

出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2013）」 
NISTEP REPORT NO.157（平成26年４月）を基に文部科学省作成 
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図２－５－７／海外への派遣研究者数の推移 

※ 調査対象：国公私立大学、高等専門学校、独立行政法人等の研究者 
※ 短期：３０日以内、中・長期：３１日以上 

※ 派遣研究者とは、国内の各機関に本務を置く者で、海外で行われる共同研究・学会出席・研究のための資料収集・研修 など、研
究活動を目的として海外に渡航した者を指す(ポスドク・特別研究員等は含むが、学生は含めず、留学も派遣には含めない)。 

※ 国立大学等には大学共同利用機関法人を調査対象に含み、国立短期大学を平成9年度から調査対象に追加している。(ただし、国立
短期大学は平成17年度までに国立大学と再編・統合されている。)  

出典：文部科学省「平成24年度国際研究交流状況調査」 

○派遣研究者総数は、短期に関しては増加。中・長期に関しては平成12年以降減少していたが、平成21年以降、増加。 
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図２－５－８海外における研究勤務経験の有無 

○９割以上の研究者が海外勤務経験を有していない。 

出典：科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査」NISTEP REPORT No.123（平成21年３月） 
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図２－５－９／海外に研究留学や就職する若手研究者数 

○「海外に研究留学や就職する若手研究者の状況」については、大学及び公的研究機関で著しく不十分との認識。 

出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2013）」 
NISTEP REPORT NO.157（平成26年４月）を基に文部科学省作成 
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図２－５－１０／日本国内の自然科学系大学組織・公的研究機関に在籍する研究者の海外での研究
活動の意向（2008年度） 

○37歳以下の若手研究者の約６割が海外で研究活動を行いたいと考えている。 

出典：「研究組織の人材の現状と流動性に関する調査（研究者調査）」（「NISTEP REPORT No.123 科学技術人材に
関する調査～研究者の流動性と研究組織における人材多様性に関する調査分析～」の一環として実施）（平成
21年３月文部科学省科学技術政策研究所）を基に科学技術政策研究所が集計 

59 



図２－５－１１／国内から海外への流動性が先進諸国に比べ低い理由 

○国内から海外への流動性が先進諸国に比べ低い理由として、「海外へ移籍した後、日本に帰ってくるポストがある
か不安」を挙げる者が多い。  

出典：科学技術政策研究所、文部科学省「我が国の科学技術人材の流動性調査」調査資料163（平成21年1月） 

日本の方が海外よりも研究レベルが高い[N=547] 

日本の方が研究施設や研究設備が充実している[N=539] 

日本の方がポストを見つけやすい[N=531] 

日本の方が研究資金が潤沢である[N=533] 

日本の方が生活環境が良い[N=546] 

日本の方が給与水準が良い[N=499] 

他の先進国と距離的に離れている[N=541] 

海外へ移籍した後、日本に帰ってくるポストがあるか不安[N=539] 

海外の研究機関に移籍するためのコネクションがない[N=545] 

海外へ出ることのデメリットの方が大きいので日本で研究していれば十分[N=535] 

優秀な研究者は所属機関が手放さない[N=514] 
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図２－５－１２／大学等及び研究開発法人の研究者、教員等に対する労働契約法の特例 

61 出典：厚生労働省作成 


